
山形市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム2026

３．取組内容・目標・実績

【財政的支援】

令和８年度は【財政的支援】と【普及啓発等】を実施する。
各取組の目標数値は、昨年度の実績を踏まえ次のとおりとする。

目標取組内容

３０戸【耐震診断】住宅の耐震診断費に対する一部補助を実施1

１０戸【耐震改修】住宅の耐震改修費に対する一部補助を実施2

１戸
【減災対策】住宅の補強を段階的に行う簡易・部分改修等
に対する一部補助を実施

3

１戸
【住替】耐震性のない現住宅を除却して住替える場合、除
却に対する費用の一部に補助を実施

4

目標取組内容

①約１０４，０００戸
【住宅所有者に対する直接的な耐震化促進】
①広報誌への折り込みにて全戸配布。

1

①３０戸
②耐震診断実施者

【耐震診断実施者に対する耐震化促進】
①耐震診断結果報告時に、リーフレットの配布・説明等に
より耐震改修を促進

②耐震診断後、一定期間経過しても耐震改修を行ってい
ない者に対してDM送付等による耐震改修促進を実施

2

①２回（県と共催）
②HP等により公表

【改修事業者の技術力向上等】
①改修事業者に対する耐震改修工法等に係る説明会の
実施

②耐震改修事業者リストを作成し、公表等を実施

3

①普及啓発動画の公開
②ブース展示（1週間以上）

【一般市民への周知・普及】
①耐震改修の必要性の周知を実施
②住宅の耐震化に関する説明会・ブース展示等の実施
③リーフレットにより制度概要等の周知を実施

4
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取組内容・目標 実績 令和７年度の実績は次の
とおり。

前年度の課題 改善策

実績

平成１９年度～令和６年度 ６５９戸
令和７年度 １５戸

1

平成２０年度～令和６年度 ９５戸
令和７年度 １２戸

2

令和６年度（市補助） ９戸
令和７年度（市補助） １戸

3

実績

①広報紙への折り込み
約１０３，０００戸

1

①１５戸
②耐震診断実施者に対し実施

2

①２回実施（県と共催）
②HP等により公表

3

①普及啓発動画の公開
②ブース展示実施
（７月２２日～７月２８日、２月３日～
２月１０日）

4

【普及啓発等】 【普及啓発等】

２．位置付け

アクションプログラムは、山形市

建築物耐震改修促進計画第Ⅲ章

3項に基づき策定する。

１．目標

山形市建築物耐震改修促進計画

に定めた目標（令和１２年度末まで

に住宅の耐震化及び減災対策率９

５％）の達成に向け、住宅所有者の

経済的負担の軽減を図るとともに、

住宅所有者に対する直接的な耐震

化促進、耐震診断実施者に対する

耐震化促進、改修事業者の技術力

向上、一般市民への周知・普及等

の充実を図ることが重要である。

このため、山形市住宅耐震化緊

急促進アクションプログラム（以下

「アクションプログラム」という。）で

は、毎年度、住宅耐震化に係る取

組を位置付け、その進捗状況を把

握・評価するとともに、プログラムの

充実・改善を図り、住宅の耐震化を

強力に推進することを目的とする。

・2024年に発生した能登半島地震の影響により、市民の方の防災
意識が高まったことで、耐震診断後に続けて、耐震改修を検討す
る方が多く、実施件数は増加したが、さらなる耐震化促進のため、
揺れやすさマップなどを用いて防災意識の向上と合わせ、住まい
の耐震化の普及啓発をする必要がある。
・事業の推進に向け、引き続き事業の利用促進を図る必要がある。

・財政的支援及び普及啓発等を引き続き実施する。
・耐震改修については、住宅の全体補強は有効だが、経済的負担
が大きいため、地震による家屋倒壊から命を守る対策として、簡易
耐震改修などの減災対策工事、耐震性のない住宅からの住替えに
ついても支援内容を拡充する。

【財政的支援】


